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　１　調査の目的

　２　調査方法

　３　調査期間

　４　調査基準日

　５　調査対象

　６　調査実施主体

　７　回収結果

　１　事業所調査（１・２）の結果
　 (1) 回答事業所データ

Ⅰ　調査の概要

配布数 回収数 回収率
1,710 967 56.5%

　職場定着率の向上に向けて、新入社員を対象とした職場定着セミナーや、企業の採用担
当者向けの社員教育セミナーを開催する等の支援策が実施されているものの、県内企業に
おける新規高卒者の職場定着率は、全国平均と比較して低く、早期離職未然防止策が求め
られています。
　しかしながら、県内企業における職場定着に係る企業や社員の状況や考え方、企業方針
等についての現状の把握が十分にはできていないことから、本調査は、県内企業並びに入
社後１、２年及び３年目までの新規高卒者を対象にそれらの事項を調査し、今後必要と思わ
れる職場定着向上施策を検討することを目的として実施したものです。

　　(1)　郵送調査
　　(2)　調査員による訪問・聞き取り調査

　　(1)　新規高卒者の求人実績のある県内事業所（雇用保険適用事業所）１,７１０事業所
　　(2)　上記事業所に平成２２年度から２４年度に採用された新規高卒者

　　(1)　事業所

事業所調査票１

建設業

　　(2)　従業員　　　　 　回答者数　1,456人

事業所調査票２ 1,710 954 55.8%

Ⅱ　調査の結果及び結果から見えた現状

　　　　　平成２５年９月１日～平成２５年１１月３０日

　　　　　平成２５年９月1日

　　　　　宮城県

製造業

飲食店・宿泊業

卸売・小売業

運輸業

医療・保健衛生・福祉

電気・ガス・熱供給・水道
業

金融・保険業

教育・学習支援業

その他サービス業（理美
容・娯楽・廃棄物処理業)

その他

情報・通信業

未回答

不動産業

鉱業

26.0% 

22.1% 

13.8% 

12.0% 

10.5% 

4.9% 

3.0% 

1.1% 1.0% 

0.7% 
0.4% 

0.3% 0.3% 
3.1% 

0.7% 

図1 (1)-1 業種（事業所調査票1 Q2） 

有効回収数：967 
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   (2) 回答結果　
 　　①　離職状況（H22～24年度採用者）

※

　新規高卒者の平成２２年度の離職率については、38.0％と３人に１人以上が離職
している結果となっており、業種別では飲食店・宿泊業に次いでその他サービス業
の離職率が高く、卸売・小売業、製造業は低い結果となっています。（図1（2）①
-1、図1（2）①-2）
　事業所規模別の離職率については、規模が小さくなるにつれて離職率が高くなる
傾向にあります。（図1 (2) ①-3）

年度が新しいほど離職率が低くなっているのは、在職期間の長さの違い
によるものであるため、年度毎の離職率を比較することはできない。

1～49人 

 535 

 55.3% 50～99人 

 181 

 18.7% 

100～299人 

 178 

 18.4% 

300～499人 

 36 

 3.7% 

500人以上 

 30 

 3.1% 

未回答 

 7 

 0.7% 

有効回収数：967 

図1 (1)-2 従業員規模別事業所数（事業所調査票1 Q1） 
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有効回答者数：962 

（人） 

図1 (2) ①-1 採用者数、離職者数及び離職率（事業所調査票1 Q4） 

離職率 38.0% 離職率 27.9% 離職率 18.7% 
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　１年以内の離職率は、15.9％となっており、そのうち６か月までに離職した人の
割合は65.0％と、１年以内に離職した人の２人に１人以上であることが分かりま
す。（図1 (2) ①-4）
　１年以内の離職率を業種別にみると、６か月までに離職した人の割合は飲食店・
宿泊業が最も高く、次いで建設業、その他サービス業の順に高い結果となってお
り、製造業、卸売・小売業は低い結果となっています。特に、１か月未満の離職率
では医療・保健衛生・福祉が高く、３か月では、その他サービス業が高くなってい
ます。（図1 (2) ①-5）
　事業所規模別の１年以内の離職率では、規模が小さくなるにつれ、離職率が高く
なる傾向にあり、特に「１～４９人」規模の事業所については、３か月までの離職
率が、高くなっています。（図1 (2) ①-6）

26.9% 

16.6% 

20.7% 

22.4% 
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27.1% 

31.1% 

37.8% 

44.8% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 

高卒者全体 

その他 

製造業 

卸売・小売業 

運輸業 

建設業 

医療・保健衛生・福祉 

その他サービス業 

飲食店・宿泊業 

図1 (2) ①-2 離職率（業種別）（事業所調査票1 Q2,Q4） 

有効回答者数：962 

26.9% 

10.7% 

8.3% 

27.5% 

26.5% 

39.3% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 

高卒者全体 

500人以上 

300～499人 

100～299人 

50～99人 

1～49人 

図1 (2) ①-3 離職率（規模別）（事業所調査票1 Q1,Q4） 

有効回答者数：962 
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１か月 

未満 

 14.0% 

１～３か月 

 21.9% 

３～６か月 

 29.1% 

６～１２か月 

 34.9% 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

図1 (2) ①-4 1年以内の離職者の離職までの期間（事業所調査票1 Q9） 

1年以内離職者数：570 

1年以内の離職率 

15.9% 

2.2% 
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5.5% 
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3.4% 
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5.3% 
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卸売・小売業 n=469 

製造業 n=1114 

運輸業 n=137 

医療・保健衛生・福祉 n=344 

建設業 n=660 

その他サービス業 n=29 

飲食店・宿泊業 n=366 

図1 (2) ①-5 1年以内の離職率（業種別）（事業所調査票1 Q2,Q4,Q9） 

１か月未満 １～３か月 ３～６か月 ６～１２か月 

1年以内離職者数：570 

28.4% 

21.1% 

19.5% 

19.5% 

11.7% 

11.2% 

10.7% 

15.9% 

9.4% 

2.2% 

0.6% 
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高卒者全体 n=3588 
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１か月未満 １～３か月 ３～６か月 ６～１２か月 

1年以内離職者数：570 

26.3% 

17.0% 

13.9% 

2.3% 

4.4% 

15.9% 

図1 (2) ①-6 1年以内の離職率(規模別) (事業所調査票1 Q2,Q4,Q9) 
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 　　②　事業所から見た高卒者の仕事への意識
　新規高卒者について、その対応に苦慮した事例では、「無断欠勤・突然退職」、
「親からの苦情」等が多くなっており、採用した事業所が一般常識やマナーといっ
た社会性の欠如に苦慮していることが伺えます。（図1 (2) ②-1）
　また、現在も在職している人と離職者の違いについては、在職者には「仕事への
覚悟・やりがい」を持っていると見ているに対し、離職者には「仕事に対する意欲
不足」が見られるとした回答が多い結果となっています。（図1 (2) ②-2）

27 

7 

11 

12 

20 

20 

31 

32 

34 

46 

47 

0 10 20 30 40 50 

その他 

外部からの影響で離職した 

健康に問題（病気･うつなど） 

勤務条件の変更に応じない 

指導方法に苦慮（仕事面） 

仕事への意欲不足 

学生気分が抜けない 

注意しても直さない（生活面） 

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ不足･礼儀･挨拶 

親からの苦情 

無断欠勤･突然退職 

図1 (2) ②-1 対応に苦慮した事例（事業所調査票2 Q5） 

有効回答者数：256 

自由回答 
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6 

8 

10 

32 

36 

38 

40 

71 

106 

2 

4 

6 

32 

39 

63 

163 

0 50 100 150 200 

その他 

とりあえず生活に困らない 

友人の影響から離職 

能力以上の仕事を与えられる 

転職･待遇面など 

精神的な問題 

本人の性格や資質に問題 

入社後のギャップがあった 

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ不足･孤立化 

仕事に対する意欲不足 

再就職が難しいから 

アルバイト･職場体験･職場見学 

部活動経験 

家庭がしっかりしている 

将来設計・目標がある 

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ能力や協調性がある 

仕事への覚悟･やりがい 

図1 (2) ②-2 離職者と在職者の違い（事業所調査票2 Q6）  

有効回答者数 

：429 

自由回答 

在職者の傾向 

離職者の傾向 
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   　③　卒業までに身につけて欲しいこと・高校への要望

 　　　【その他の回答例】

　新規高卒者に卒業までに身につけてほしいことへの回答として、「一般常識・道
徳・人間性の教育」、「挨拶・礼儀・言葉遣い」がともに多く、「コミュニケー
ション能力」、「働く意味・心構え」がそれに次ぐ結果となっています。（図1
(2) ③-1）
　また、高校側に希望することについても、同じ傾向となっています。（図1 (2)
③-2）

・人柄がわかる正直な推薦文が欲しい。
・高校と企業との情報交換を密にして欲しい 。

4 
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29 

39 

54 

86 

93 

152 

196 

300 

305 

0 100 200 300 400 

その他 

部活動･ボランティア活動 

アルバイト･職場体験･職場見学 

体力･健康 

基礎学力 

忍耐･精神力 

積極性･目標･やる気 

資格･運転免許･パソコン 

働く意味･心構え 

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ能力 

挨拶･礼儀･言葉遣い 

一般常識･道徳･人間性の教育 

図1 (2) ③-1 卒業までに身につけてほしいこと（事業所調査票2 Q7）  

有効回答者数：769 

自由回答 
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17 
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26 

34 

35 
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39 

46 

50 

50 

71 

85 

118 

179 

0 50 100 150 200 

その他 

体力･健康 

就職後のフォロー 

部活動･ボランティア活動 

親の問題･親への教育 

資格･運転免許･パソコン 

基礎学力 

忍耐･精神力 

適切な面接指導･推薦 

先生方の職種･会社内容の理解 

本人の適性にあった就職指導 

積極性･目標･やる気 

アルバイト･職場体験･職場見学 

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ能力 

挨拶･礼儀･言葉遣い 

働く意味･心構え 

一般常識･道徳･人間性の教育 

図1 (2) ③-2 高校への要望（事業所調査票2 Q8）  

有効回答者数：579 

自由回答 
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 　　④　事業所から見た新規高卒者の経営理念等理解度

 　　⑤　事業所の事業所情報発信状況
　採用募集に際し、「就職面接会等での説明」が最も多く、次いで「ホームペー
ジ」、「採用募集案内パンフレット」の順となっています。「就職面接会」以外で
「就職実習・職場見学」、「学校訪問」といった直接、高校生に会社の情報を伝え
ることは少ない状況にあります。（図1 (2) ⑤-1）
　一方、採用募集において利用した支援策については、「ハローワークからの情報
提供」、「高校からの情報収集」が半数を超えています。（図1 (2) ⑤-2）

　新規高卒者の経営理念等についての理解度は、「あまり理解していない」、「全
く理解していない」と回答した事業所が、23.4％となっています。（図1 (2) ④）

十分に理解 

している 

66 

6.9% 

概ね理解 

している 

436 

45.7% 

あまり理解して 

いない 

211 

22.1% 

全く理解して 

いない 

12 

1.3% 

その他 

21 

2.2% 

わからない 

119 

12.5% 

未回答 

89 

9.3% 

有効回答者数：954 

 

図1 (2) ④ 新規高卒者の経営理念等理解度（事業所調査票2 Q2） 

5.8% 

7.1% 

1.7% 

3.1% 

5.1% 

7.0% 

23.2% 

29.5% 

45.6% 

49.9% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 

未回答 

上記以外・未記入 

面接時説明 

学校訪問 

職場実習・職場見学 

ハローワーク 

その他 

採用募集案内パンフレット 

ホームページ 

就職面接会等での説明 

図1 (2) ⑤-1 高校生への事業所情報発信手段（事業所調査票2 Q1） 

その他からの分類 

（複数指定あり）  

 

有効回答者数：954 

複数回答 
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   　⑥　職場定着対策
　事業所が職場定着対策として取り組んでいることでは、「職場で話しやすい雰囲
気を作る」が61.2％、次いで「企業内訓練・研修を実施する」「面接等で経営理念
や事業内容の理解を図る」の順に多い結果となっています。（図1 (2) ⑥）

7.3% 

2.9% 

0.8% 

2.1% 

7.8% 

10.1% 

15.2% 

15.9% 

27.4% 

37.0% 

50.4% 

58.7% 

61.2% 

0% 20% 40% 60% 80% 

未回答 

その他 

キャリアカウンセリング制度を設ける 

入社時点からの成果主義人事を行う 

メンタルヘルス対策を行う 

自己啓発に関する支援制度を実施している 

本人の希望を活かした配置を行う 

新入従業員に対し目標管理を実施する 

外部の人材育成等のセミナーを受講させる 

採用後に教育担当者をつける 

面接等で経営理念や事業内容の理解を図る 

企業内訓練・研修を実施する 

職場で話しやすい雰囲気を作る 

図1 (2) ⑥ 職場定着対策（事業所調査票1 Q11）  

有効回答者数：901 

複数回答     

6.7% 

2.2% 

7.7% 

26.5% 

54.4% 

69.4% 

0% 20% 40% 60% 80% 

特になし 

その他 

県が行う就職支援策 

(就職面接会・企業説明会を除く) 

行政機関が行う就職面接会・企業説明会 

高校からの情報収集 

ハローワークからの情報提供 

図1 (2) ⑤-2 利用した支援策（事業所調査票1 Q7） 

有効回答者数：927 

複数回答 
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 　　　【その他の回答例】

 　　⑦　従業員研修の実施状況と実施で困っていること

・育児休業を取得しやすい環境作り。

・理念と考え方の教育。

　新規採用者への従業員研修について、８割の事業所が実施しています。そのうち
５０人以上の事業所では９割以上が研修を受講させているのに対し、５０人未満の
事業所は７割に留まっています。（図1 (2) ⑦-1、図1 (2) ⑦-2）
　また、従業員研修の実施について、困っていることとして、研修生側の意識の欠
如等に次いで、研修材料や方法に苦慮しているといった回答が多い結果となってい
ます。（図1 (2) ⑦-3）

・メンター制度を実施している。

・月１度のヒアリング実施。
・１人１人の負担減、中途採用、派遣の受入。

・6ヶ月に1回、全従業員対象の面談。

・朝礼で挨拶の練習を毎日行って、お客様に対してそして自分を変えることを行っている。

・常に声をかけている。

・研修期間を長く取ったり、周りで声がけ等心掛けるなど、孤立しない様配慮している。

・経験に応じて資格取得の付与。

・家族と面談し、協力を仰ぐ。

・本人のできる範囲の仕事をさせる。

・個々に面談（試用期間後）。

・仕事をまかせる。

・資格取得の金銭面助成。

・休日を増やす検討をしている。

・資格取得、賃金アップ、手当の充実。

研修を受講 

させている 

759 

79.6% 

特に受講さ 

せていない 

155 

16.2% 

未回答 

40 

4.2% 

有効回答者数：954 

図1 (2) ⑦-1 新規採用従業員研修の受講有無（事業所調査票2 Q11） 
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　 (3) 事業所からの自由意見

 　　①　職場環境づくり、業務内容の理解
【職場環境づくり】

【業務内容の理解】

・悩み事を相談、対処してくれる先輩社員の育成を課題点としている。

・未成年の為、懇親会等に出席させる際の法令遵守や席の配置など孤立しないよう気配りして
いる。

・メンタルヘルス対策を実施しておりますが、高卒者が相談の対象になる傾向が多い。親御さん
の理解・協力が少々希薄であるところが見受けられる。

・イベント等を開催し、職場内の融和を図っている。

・定期的に面接等を行っている。声かけを意識的に行っている。

・勤務時間帯が、朝早い為、とくに冬場など厳しいのでハローワークを通して見学、説明を聞い
てもらってから応募してもらっている。

・入社前に、短期アルバイトとして店での業務に慣れて貰う、ということを数年前より行っている。

70.7% 

90.5% 

91.3% 

97.1% 

96.3% 

25.0% 

8.3% 

5.2% 

3.7% 

4.4% 

1.2% 

3.5% 

2.9% 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

1～49人 

50～99人 

100～299人 

300～499人 

500人以上 

受講させている 

受講させていない 

未回答 

有効回答者数 ：908 

 

図1 (2) ⑦-2 新規採用従業員研修の受講有無（規模別） 

                      （事業所調査票1 Q1,事業所調査票2 Q11） 

23 

2 

3 

3 

4 

7 

12 

13 

14 

16 

22 

26 

0 5 10 15 20 25 30 

その他 

教育する場所・（学校）要望 

内部研修に限界あり、行政での研修開催要望 

開催・内容の情報が来ない 

外部研修費用負担が重い 

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏﾅｰ講師紹介・派遣、講習会企画要望 

内部研修費用負担が重い 

指導要員多忙で時間がとれない 

指導能力・人材・体制不充分 

開催回数・場所を多く要望 

研修材料・方法に苦慮 

研修生に苦慮（意欲欠如・ついてこれない） 

有効回答者数：137 

自由回答 

図1 (2) ⑦-3 新規採用従業員研修で困っていること（事業所調査票2 Q14） 
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 　　②　就職面接会、高校への要望、情報発信、人材育成
【就職面接会】

【高校へ要望】

【情報発信】

【人材育成】

　２　従業員調査の結果
　 (1) 回答従業員データ

その他

飲食店・宿泊業

情報・通信業

・合同就職面接会を職種別・地域別に行って欲しい。

建設業

製造業

医療・保険衛生・福祉

・高校の進路指導担当者と直接話せる機会を増やして欲しい。

・この業界はどんな仕事をしているか、知らないで入ってくるケースが多く、入社して簡単に辞め
ていく。良く仕事内容を研究して欲しい。

・新規高卒者の同年代の人たちが交流を図れる場を設けていただきたい。

・研修の関係で、新卒のときだけではなく、2～3年後にもフォロー研修をして欲しい。

その他サービス業（理美
容・娯楽・廃棄物処理業)

電気・ガス・熱供給・水道
業

教育・学習支援業

運輸業

鉱業

未回答

・助成金を研修などの為に欲しい。

・新規採用、各種研修の多数回開催を要望しています。人材育成には時間がかかる為、アドバ
イスが欲しい。

・高校で職業観、人生観を学ぶ時間を増やして欲しい。

・地域でも中小企業でも素晴らしい企業があるということを発信できる場を提供して欲しい。

・本人が希望する仕事と実際のギャップが大きいほど、離職率が上がる。長時間の研修に莫大
な費用がかかるので、財政的な支援が欲しい。

金融・保険業

不動産業

卸売・小売業

38.1% 

10.5% 
10.5% 

9.1% 

7.0% 

4.9% 3.5% 

3.0% 

2.7% 

1.5% 

0.5% 

0.1% 

0.1% 

7.7% 

0.7% 

有効回収数：1456 

 

図2 (1)-1 勤務先の業種（従業員調査票 Q4）   

 

男性  

853 

58.6% 

女性  

603 

41.4% 

有効回収数：1456 

 

図2 (1)-2 従業員の性別（従業員調査票 Q1）   
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   (2) 回答結果　
 　　①　就職先情報の入手状況及び勤務先を決める際の重視条件

　就職活動中の情報収集については、「あまり入手できなかった」「ほとんど入手
できなかった」が全体の20.7％となっています。（図2 (2) ①-1）
　また、就職活動の際に高校生が重視した条件では、「仕事の内容」に次いで「勤
務先・通勤の便」「給料・賃金」の順に多く、「昇進やキャリアの将来性」、「能
力開発の機会があるか」というスキルアップ面については少ない結果となっていま
す。（図2 (2) ①-2）

十分に入手

できた 

 300 

 20.6% 

ある程度は入

手できた 

 839 

 57.6% 

あまり入手で

きなかった 

 250 

 17.2% 

ほとんど入手

できなかった 

 52 

 3.6% 

未回答 

 15 

 1.0% 

図2 (2) ①-1 就職先情報の入手状況（従業員調査票 Q8）   

 

有効回答者数：1456 

2.0% 

3.9% 

4.0% 

7.2% 

9.0% 

10.5% 

20.7% 

30.8% 

33.3% 

36.4% 

40.4% 

49.0% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 

その他 

能力開発の機会があるか 

昇進やキャリアの将来性 

事業所(会社等）の規模 

事業所(会社等）の知名度 

事業所(会社等）の将来性 

職場の雰囲気・人間関係 

事業所(会社等）の業種 

労働時間・休日・休暇 

給料・賃金 

勤務先・通勤の便 

仕事の内容 

図2 (2) ①-2 勤務先として重視した条件（従業員調査票 Q7）   

 

有効回答者数：1452 

複数回答 
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 　　②　退職することへの意識

※

　退職したいと思ったことのある人は、「よくある」「たまにある」が全体の
56.4％となっており、半数以上の新規高卒者が退職を考えたことがあるという結果
となっています。（図2 (2) ②-1）
　また、最初に退職したいと思った時期については、平成２２年度に就職した人で
退職したいと思ったことのある人のうち、65.5％の人が就職して１年くらいまで
に、退職したいと思ったことがあるという結果となっています。　（図2 (2) ②-
2）

　退職したいと思ったときに悩んだ内容としては、「職場の人間関係」が最も多
く、次いで「労働時間・休暇・休日」「給料・賃金」となっており、働く環境や待
遇面のものが多い結果となっています。（図2 (2) ②-3）
　また、その際に退職を思いとどまった理由は、「退職すると生活に支障がでるか
ら」に次いで、「転職先が見つからなかったから」という理由が多い結果となって
います。（図2 (2) ②-4）
　さらに、退職したいと思った時の相談相手については、「家族」に次いで「友
人・知人」が多く、一方、「高校の先生・相談員」は少ない結果となっています。
（図2 (2) ②-5）
　また、「誰にも相談しなかった」という人も、23.8％となっており、相談しない
人も相当数いることがわかります。

年度が新しいほど離職率が低くなっているのは、在職期間の長さの違い
によるものであるため、年度毎の離職率を比較することはできない。

一度もない, 32.3% 

一度もない, 48.7% 

一度もない, 41.9% 

たまにある, 43.4% 

たまにある, 35.9% 

たまにある, 39.0% 

よくある,  

23.1% 

よくある,  

13.5% 

よくある,  

17.4% 

未回答, 1.2% 

未回答, 2.0% 

未回答, 1.6% 

0% 50% 100% 

女性 

男性 

男性・女性 

図2 (2) ②-1 退職したいと思ったことがあるか（従業員調査票 Q12）   

 

有効回答者数 

男性・ 

女性：1456 

男性：853 

女性：603 

 

 

 

23.3% 

22.9% 

23.0% 

16.1% 

26.5% 

44.0% 

26.1% 

30.0% 

30.4% 

22.2% 

17.5% 

不明 

12.2% 

不明 

0% 50% 100% 

平成22年度 

平成23年度 

平成24年度 

就職後３か月以内 就職して３か月から半年位のとき 

就職して１年くらいのとき 就職して２年くらいのとき 

就職して３年くらいのとき 

図2 (2) ②-2 最初に退職したいと思った時期（従業員調査票 Q2,Q13）   

 

有効回答者数：837 

退職したいと思ったことのある人の割合 

54.2% 

退職したいと思ったことのある人の割合 

67.4% 

退職したいと思ったことのある人の割合 

74.4% 
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 　　　【その他の回答例】

 　　　【その他の回答例】

・趣味の活動が忙しくなってきた。
・他の職種も体験してみたくなった。
・同年代の従業員がいない。
・年上の人を動かさないといけない立場であったため、精神的に疲れる。
・復興の仕事が多く、技術が学べない。

・上司から求められるものに対し、しっかり対応できず不安に思った。

・経歴に傷をつけることになるため。
・自分なりに改善策を考え、もう少し頑張ってみようと思ったから。
・一度逃げたらその先でも逃げる。続けていれば仕事を覚えられるから。
・悩み自体が小さい事に気付けた。
・親に心配かけたくないから。
・「そんな理由で辞めたらどこにいっても一緒だ」と言われたことがあったから。
・実務経験がないと資格がとれないから。
・今は耐える時期なのかもしれないと感じたから。
・簡単に帰るわけにいかなかったから。
・職場の人達は苦手だったが、お客様が親切であったので続けてこれた。
・本社から期待されてると知って、戦力でありたいと思ったから。

年度が新しいほど離職率が低くなっているのは、在職期間の長さの違い
によるものであるため、年度毎の離職率を比較することはできない。

4.0% 

4.9% 

11.9% 

14.3% 

17.4% 

18.9% 

19.1% 

20.0% 

29.5% 

35.2% 

35.6% 

44.9% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 

その他 

個人の事情（家族の事情など） 

仕事の評価への不満 

現在の事業所(会社等）の安定性や将来性 

肉体的又は精神的に健康を損ねた 

自分のキャリアや将来性 

仕事量が多い 

仕事の内容が面白くない 

能力的についていけない 

給料・賃金 

労働時間・休暇・休日 

職場の人間関係 

有効回答者数：841 

複数回答 

 

 

 

図2 (2) ②-3 退職したいと悩んだ内容（従業員調査票 Q14）   

 

15.0% 

9.0% 

14.1% 

14.5% 

22.4% 

65.1% 

0% 20% 40% 60% 80% 

その他 

仕事が面白くなったから 

悩んでいたことが解決したから 

相談相手に説得されたから 

転職先が見つからなかったから 

退職すると生活に支障がでるから 

有効回答者数：836 

複数回答 

 

 

 

図2 (2) ②-4 退職を思いとどまった理由（従業員調査票 Q16）   
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 　　③　就職活動中に利用した支援策
　就職活動において利用した支援策については、「高校からの情報収集」が９割以
上となっています。（図2 (2) ③）

14.3% 

0.2% 

0.0% 

0.7% 

4.9% 

15.6% 

36.3% 

53.8% 

72.8% 

32.6% 

0.9% 

0.5% 

0.2% 

3.9% 

16.9% 

20.8% 

34.7% 

44.7% 

23.8% 

0.6% 

0.2% 

0.5% 

4.4% 

16.3% 

28.2% 

43.9% 

58.2% 

0% 20% 40% 60% 80% 

誰にも相談しなかった 

その他 

ジョブカフェ 

ハローワークなど公的支援機関 

高校の先生・相談員 

職場の上司 

職場の友人や同僚 

友人・知人 

家族 
男性・女性 

男性 

女性 

有効回答者数 

男性・女性：843 

男性：438 

女性：405 

 

複数回答 

 

 

 

図2 (2) ②-5 退職したいと思った時の相談相手（従業員調査票 Q15）   

 

3.0% 

1.6% 

5.4% 

11.8% 

18.4% 

91.7% 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

行政機関が行う 

就職面接会・ 

企業説明会 

県が行う就職支援策 

（就職面接会・企業 

説明会を除く） 

高校からの 

情報収集 

ハローワークから 

の情報提供 

 

特にない 

その他 

有効回答者数：1452 

複数回答 

 

 

図2 (2) ③ 就職活動中に利用した支援策（従業員調査票 Q11）   
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 　　④　職場での研修の有無

 　　⑤　従業員から勤務先へ望むこと

　新規採用者への従業員研修については、全体の75.0％が受講しているという結果
となっています。（図2 (2) ④）

　従業員が勤務先に実施してほしい対策(労働条件以外)については、「職場で話し
やすい雰囲気を作ること」が51.5％となっており、次いで「本人の希望を活かした
配置を行うこと」「採用前の面接等で経営理念や事業内容について事業所がわかり
やすく情報を発信すること」の順に多い結果となっています。
　一方、事業所が職場定着として取りくんでいることでは、同様に「職場で話しや
すい雰囲気を作ること」が最も多い結果となっています。次いで「企業内訓練・研
修を実施する」「面接等で経営理念や事業内容の理解を図る」の順となっていま
す。（図2 (2) ⑤）
　従業員が勤務先に望むことと事業所の職場定着対策の結果が、必ずしも一致して
いないことが分かります。

ある  

1092 

75.0% 

ない  

352 

24.2% 

未回答  

12 

0.8% 

有効回答者数：1456 

図2 (2) ④ 職場での研修の有無（従業員調査票 Q21）   

 

2.9% 

2.1% 

0.8% 

10.1% 

15.9% 

27.4% 

7.8% 

37.0% 

58.7% 

50.4% 

15.2% 

61.2% 

4.4% 

3.5% 

4.0% 

6.2% 

8.6% 

8.7% 

12.7% 

16.2% 

21.5% 

31.6% 

38.4% 

51.5% 

0% 20% 40% 60% 80% 

その他 

就職時点からの成果主義人事を行うこと 

キャリアカウンセリング制度を設けること 

自己啓発に関する支援制度を実施すること 

新規採用従業員に対し目標管理を実施すること 

外部機関主催の研修・セミナー等を受講させる 

メンタルヘルス対策を行うこと 

採用後に教育担当者をつけること 

内部訓練・研修を実施すること 

採用前の面接等で経営理念や事業内容について事業所

がわかりやすく情報を発信すること 

本人の希望を活かした配置を行うこと 

職場で話しやすい雰囲気を作ること 

図2 (2) ⑤ 事業所の職場定着対策・従業員が勤務先へ望むこと 

(従業員調査票Q20,事業所調査票1 Q11)  

従業員 事業所 

有効回答者数 事業所：901 

                      従業員：1414 

複数回答     
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　１　高校在学中の支援
   (1) 現状と課題　
 　　①　新規高卒者の一般常識や仕事に対する意欲の欠如等

○

 　　②　新規高卒者の情報収集及び事業所の情報発信の不足
○

○

○

   (2) 現在の取組　
 　　①　高校生が一般社会常識や仕事に対する意識を学ぶ機会の提供

○

 　　②　高校生による企業情報収集と企業の情報発信への支援
○

○

○

   (3) 今後の方向性　
 　　①　キャリア教育の一層の充実

○

 　　②　十分な企業情報入手のための支援
○

○

　就職総合支援員が事業所を訪問し，高校が求める企業情報や採用情報を収集
する新規高卒者就職総合支援事業を実施しています。

　企業の採用情報の発信方法等の見直しについて，アドバイスを行う専門家を
事業所へ派遣し，事業所の魅力を効果的に高校生へ発信する中小企業魅力発信
支援事業を実施しています。

　高校卒業までに，社会性を身につける研修や働く意味と心構えを学ぶための
キャリア教育の一層の充実を図ります。

　事業所の採用募集パンフレットやホームページ等の情報発信手段・内容の見
直しを行うためのアドバイザーを事業所へ派遣し，高校生が適切な時期に十分
な企業情報を入手できるよう支援します。

　高校の進路指導者と企業の人事担当者による情報交換会の開催や，職場実
習・見学の機会を拡充し，高校と高校生が企業から直接情報を得られるよう支
援します。

　高校生及びその保護者・教員を対象とした職業理解や職業観醸成を目的とし
たキャリア教育セミナーや工場見学会等を開催するとともに，就職が内定した
高校生を対象として，就職に際し必要となるマナーや一般常識，社会人として
の心がまえを学ぶみやぎ高校生入社準備セミナー等を開催しています。

　高校生による企業情報収集及び事業所による情報発信機会を提供するため，
就職活動を行う高校生を対象として，企業説明会や合同就職面接会等を開催し
ています。

Ⅲ　今後の対策

　調査結果によると，事業所は，新規高卒者に対して，一般常識，道徳等の欠
如や挨拶・礼儀等が不十分であること，さらに，退職した新規高卒者に対して
は，仕事に対する意欲の欠如も指摘しています。

　新規高卒者の２割を超える人が，就職活動中の企業情報収集を十分にできな
かったと回答しています。

　企業の情報発信手段としては，就職面接会やホームページが多く，職場実
習・見学，学校訪問といった事業所と高校生が十分に直接接する機会が少なく
なっています。また，事業所の約４分の１が，新規高卒者は経営理念等を十分
理解していないと回答しており，高校生と企業間の情報発信・収集に課題があ
ることが想定されます。

　こうした現状は，高校の進路指導者と直接話せる機会を増やしてほしい，と
いう事業所から高校への要望が見られることからも，読み取ることができま
す。新規高卒者の中には，企業等の情報収集や研究が不十分なまま就職先を決
定し，就職したため，結果として採用後，早期に離職してしまっている人がい
ると推察されます。
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　２　就職後の支援
   (1) 現状と課題　
 　　①　小規模事業所等における高い離職率

○

 　　②　従業員の早期離職への意識と相談できにくい職場環境
○

○

   (2) 現在の取組　
 　　①　新規採用者を対象とした支援

○

 　　②　事業所（人事担当者）を対象とした支援
○

   (3) 今後の方向性
 　　①　個々の事業所の状況に応じた支援

○

 　　②　企業の垣根を越えた支援
○

　平成２２年度採用者を見ると，７割を超える人が仕事を辞めたいと思ったこ
とがあり，そのうち６割を超える人が採用後１年目までの早い時期に辞めたい
と思っています。辞めたいと思った主な理由としては，職場の人間関係や労働
時間・休暇・休日，給料・賃金などの労働条件で悩んだことが原因となってい
ます。

　辞めたいと思ったときに相談した相手は，約６割が家族，約４割が友人・知
人となっており，一方，職場の友人や同僚は３割，職場の上司は２割を下回っ
ています。また，２割を超える人が誰にも相談しなかったという結果となって
います。

　職場定着対策として，就職直後や就職後半年経過時等の早い時期に，社会人
としての一般常識等を学び仕事の目標づくりを行う新規採用者向けの職場定着
セミナーを開催しています。

　事業所側への支援として，事業所の人事担当者を対象とした採用力向上セミ
ナーや育成力・職場定着セミナーを実施し，就職後の新人教育方法等の研修を
行っています。

　中小企業を対象に，新規採用者や事業所の人事担当者へのセミナーを行うほ
か，採用後早い段階から，事業所へアドバイザーを派遣し，人事担当者への支
援や社員へのカウンセリング等，個々の事業所の状況に対応した支援を行いま
す。

　調査結果によると，事業所規模が小さいほど，新規採用者に対する研修を受
講させる機会が少なくなっており，また，新規高卒者の離職率も高くなってい
ます。これは，事業所規模が小さいため，同期生など年齢が近い同僚が少ない
ことや，マンパワー不足等により研修を実施する余力がないこと，新規採用者
の人材育成に対するノウハウを有していないことなどが要因として想定されま
す。また，「飲食店・宿泊業」や「その他サービス業（理美容・娯楽・廃棄物
処理業）」等特定の業種で離職率が高くなっています。

　身近な地域で気軽に相談できる相手を確保するという視点から，地域におい
て，新規高卒者が業種・職種の垣根を越え参加できる研修会や定着率が高い他
事業所の事例発表会の開催，事業所間での情報交換の場の設定等，職場定着に
向けたより効果的な取組を事業所が実施できるよう支援します。
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